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杭頭免震構造の開発（その 2）
杭頭部の設計用荷重の提案と 6階建て物流倉庫の試設計
Development of Pile-head Seismic Isolation Structure (Part2) Propasal of 
Pile-head Design Load and Trial Design of The 6-Story Logistics Warehouse
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§1．はじめに

杭頭免震構造は，一般的な基礎免震構造と比べ，基礎
構造の合理化が可能であり，平面規模の大きい物流倉庫
などの建物で普及が進んでいる．しかし，杭頭免震構造
では，杭頭部に免震部材を直接設置し，二重基礎梁を簡
略化するため，杭頭の回転が免震部材下部に作用し，各
部材に生じる応力が基礎免震構造と異なることが考えら
れる．
前報 1）では，杭頭免震構造と基礎免震構造の地盤－
杭－建物連成系一体解析モデル（以下，一体解析モデ
ル）の時刻歴応答解析結果を比較し，杭頭回転角 1/100 

rad.以下の範囲においては，有意な差がないことを確認
した 2）．
杭頭部に生じる応力を解析的に把握する場合，一体解
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要　　約

杭頭免震構造は，一般的な基礎免震構造と比べ，基礎構造の合理化が可能であり，平面規模の大き
い物流倉庫などの建物で普及が進んでいる．前報では，杭頭免震構造と基礎免震構造の地盤－杭－建
物連成系一体解析モデルを用いて地震応答解析を実施し，両モデルの解析結果を比較した．杭頭回転
角 1/100 rad.以下であれば，両モデルの解析結果に有意な差が見られなかったことから，杭頭免震構
造を採用する場合でも，基礎免震構造と同様の設計法とすることが出来る可能性を示した．
しかし，杭頭免震構造の設計では，杭頭の回転により各部材に生じる応力を考慮する必要がある．

本報では，その応力の算出方法の提案と，6階建て物流倉庫の試設計について報告する．

* 技術研究所建築技術グループ
** 本社建築設計部構造一課
*** 技術研究所

析モデルを用いることは有用であるが，解析モデルの設
定などが複雑であり，設計的観点からすると実用的では
ない．実務設計では上部構造と下部構造を分離して設計
することが多いが，その設計法を杭頭免震構造に適用す
るためには，杭頭の回転により各部材に生じる応力を考
慮する必要がある．
そこで本報では，前報の一体解析モデルの解析結果を
考慮し，杭頭免震構造の杭頭部の設計用荷重の算定方法
を提案する．さらに，提案する算定法を用いて，杭頭免
震構造と基礎免震構造の基礎構造の比較を目的とし，6

階建ての物流倉庫の試設計を行う．

§2．杭頭部の設計用荷重の提案

2－ 1　杭頭部の各種設計用荷重の提案
杭頭免震構造の杭の設計用荷重は，免震部材に生じる
軸力 Pと変位 δによる P - δ効果（曲げモーメント），免
震部材に生じる軸力 Pと杭頭回転角 θによる P - θ効果
（せん断力），免震部材に生じるせん断力 Qによる曲げ
モーメントを考慮する必要がある．杭頭部の設計用荷重
の概要を，図－ 1に示す．

（1）軸力
杭設計用軸力 Npは，免震部材に生じる軸力 Nと免

震部材などの重量Wを考慮する（（1）式）．なお，免震
部材に生じる軸力 Nは，上下動の影響を考慮する．
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Np＝ N＋W （1）

（2）せん断力
杭設計用せん断力 Qpは，免震部材に生じるせん断力

Qと，免震部材に生じる軸力 Nと軸心の傾斜 θ/2によ
る P - θ効果による付加せん断力を考慮する（（2）式）．
ここで，回転角 θが 1/100 rad.程度と仮定すると，

P-θ効果は免震部材に生じる軸力の 0.5％程度である．

Qp＝Q＋N× θ/2 （2）

（3）曲げモーメント
杭設計用の曲げモーメントMpは，免震部材に生じる

軸力 Nと水平変形 δによる P - δ効果，免震部材の回転
剛性 Krと回転角 θ，せん断力 Qpにより生じる曲げモー
メントを考慮する（（3）式）．式中の Kr× θは，その
他の曲げモーメントに対して逆向きに作用する 3）．

Mp＝N× δ/2－Kr× θ＋Qp×H/2 （3）

ここで，（2）式より，

Mp＝N× δ/2－Kr× θ＋（Q＋N× θ/2）×H/2 （4）

さらに，（4）式を N× δ/2の項（P - δ効果）で整理すると，
（5）式となる．

Mp＝（1＋θ/2×H/δ）×N×δ/2－Kr×θ＋Q×H/2 （5）

P - θ効果による付加せん断力の影響は，P - δ効果の
曲げモーメントを θ/2× H/δだけ増加させたものとみ
なすことができる．δ/Hを積層ゴムの見かけのせん断変
形角 γとすると，θ/2× H/δ＝ θ/2/γとなり，軸心の傾
斜角 θ/2とせん断変形角 γの比になることがわかる．

ここで，θ＝ 1/100 rad.＝ 1％，γ＝ 100～ 250％とす
ると，0.2％＜ θ/2/γ＜ 0.5％となり，N× δ/2（P - δ効果）
に対する付加せん断力による曲げモーメントの増加は極
僅かであり，無視できるとすると，（6）式となる．

Mp＝N× δ/2－Kr× θ＋Q×H/2 （6）

また，回転剛性 Krは，免震部材の水平変形量の増大
に伴い，低下する 4）が，係数 α1を用いて（6）式の右
辺第 1項，第 2項をまとめ，（7）式のように整理する．

Mp＝N× δ× α1＋Q×H/2 （7）

2 － 2　時刻歴応答解析結果を考慮した係数の設定
基礎免震構造の場合，杭頭部に回転が生じないため，
前節（6）式の右辺第 1，2項 N× δ/2－ Kr× θと（7）
式の右辺第 1項 N× δ× α1より，θを 0 rad.とすると，
係数 α1は 0.5と既知となり，免震部材上下に生じる P - 

δ効果による曲げモーメントの比率は等分となる．
一方，杭頭免震構造の場合，杭頭部に回転角が生じる
ため，曲げモーメントの比率は等分とならず，係数 α1

は未知である．
そこで，前報の一体解析モデルを用いて，地盤条件を
パラメータとした時刻歴応答解析結果より，最大杭頭回
転角と免震部材上下に生じる P - δ効果による曲げモー
メントの傾向を分析し，係数 α1を設定する．

（1）解析条件
解析モデルは，前報の杭頭免震構造の平面フレームモ
デルによる一体解析モデル（図－ 2）とする．各部モデ
ル化の詳細は前報 1）による．
地盤条件を一様地盤 6ケース，二層地盤 3ケース，三
層地盤 3ケース，実地盤 2ケースの合計 14地盤とし，
表－ 1と図－ 3に示す．また，入力地震動はレベル 2

相当の 7波とし，表－ 2に示す．

（2）解析結果
免震部材下部（杭頭部）の係数 α1と免震部材上部の

図－ 1　杭頭部の設計用荷重 図－ 2　一体解析モデル
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係数 α2の概要を図－ 4に示す．
杭頭部の係数 α1と杭頭回転角 θに関する解析結果を
図－ 5，免震部材上部の係数 α2と杭頭回転角 θに関す
る解析結果を図－ 6に示す．ここでは，横軸に最大杭
頭回転角，縦軸に係数 α1，α2とした．また係数 α1，α2は，
時刻歴応答解析結果の最大値を用いて，（8）式，（9）式
により算出した．

α1＝（Mp_max－Q_max×H/2）/（N_max×δ_max） （8）
α2＝（Mj_max－Q_max×H/2）/（N_max×δ_max） （9）

※maxは，時刻歴応答解析結果の最大値を示す．

図－ 5より，免震部材下部の係数 α1は杭頭回転角
1/100 rad.以下で 0.5以下となっている．また，地盤，
地震波によっては係数 α1が 0.25程度になる場合もある．
免震部材の回転剛性 Krは免震部材の水平変形が大きく
なると小さくなるため 4），係数 α1は 0.5に近付き，0.5

を超えることはない．よって，杭頭回転角が生じる場合
においても，係数 α1を 0.5と設定すると，設計上安全
側であると考えられる．
図－ 6より，免震部材上部の係数 α2は 0.5を若干超
えているが，免震部材の水平変形が大きくなると係数
α2は 0.5に近付く傾向にある．よって，設計時の免震部
材の水平変形が大きい場合には係数 α2は 0.5として問
題ないが，水平変形が小さい場合には係数 α2が 0.5を
若干超える可能性がある事に注意が必要である．

図－ 5　α1-θ関係図 図－ 6　α2-θ関係図

§3．6階建て物流倉庫の試設計

3－ 1　建物概要
前章で提案した杭設計用荷重の算定法を用いて，試設
計を行う．
建物概要を表－ 3に，免震層伏図を図－ 7に，軸組

図を図－ 8に示す．試設計建物は 6階建ての物流倉庫と
した．平面規模は長辺方向 120 m，短辺方向 50 m，延
床面積 36,000 m2であり，構造種別は 1～ 5階が柱 RC，
梁 S造，6階が S造である．検討ケースは，杭頭免震構
造と基礎免震構造の 2ケースとし，免震層および上部構
造は両ケースとも同一とした．
地盤諸元を表－ 4に示す．地盤は液状化の恐れのな

い第 2種地盤とし，工学的基盤を GL-約 47 mに設定した．

3 － 2　設計概要
本報では，免震層より上部の上部構造と，免震層より
下部の下部構造に分離したモデルにより検討を行う．
上部構造は，荷重増分解析および地震応答解析を行い，

表－ 1　検討地盤条件

図－ 3　実地盤条件

表－ 2　検討用入力地震動

図－ 4　杭頭部の係数 α1と免震部材上部の係数 α2
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荷重増分解析は弾塑性立体フレームモデルとし，地震応
答解析は免震層と 1階から 6階を質点に置換した 7質点
系等価せん断ばねモデルとした．設計用入力地震動の諸
元を表－ 5に示す．入力地震動は，告示波 3波，観測
波 3波（50 cm/secに基準化），サイト波 1波の計 7波
を用いた．
下部構造（杭）の解析モデルを図－ 9に示す．解析

モデルは単杭モデルとし，杭を線材に，地盤をばねに置
換した多層地盤ばねモデルとした．設計用荷重は，上部
構造の最大応答せん断力による水平力のほか，地盤変位
による影響を応答変位法によって考慮し，それぞれの応
力は二乗和平方根（SRSS）で重ね合わせることとした．
部材モデルは，杭頭回転角を適切に評価するために，杭
と地盤ばねを弾塑性モデルとし，杭はファイバーモデ
ル（コンクリート：New RCモデル，鉄筋：バイリニア），
地盤ばねは，基礎指針 5）に準じて算出した．杭頭部の
境界条件は，杭頭免震構造はピン，基礎免震構造は固定
とした．
杭頭免震構造の杭頭部の付加応力を図－ 10に示す．

表－ 3　建物概要

図－ 7　免震層伏図

図－ 8　杭頭免震構造の軸組図

表－ 4　地盤諸元

表－ 5　設計用入力地震動

図－ 9　杭の解析モデル

図－ 10　杭頭部の付加応力
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杭頭部の付加応力として，免震部材の変位による P - δ
効果および杭頭回転角による P - θ効果，免震部材のせ
ん断力により生じる曲げモーメントを考慮した．前章よ
り免震部材下部の係数 α1は，0.5とした．基礎免震構造
は，P - θ効果を除いた付加応力を基礎梁にて負担させた．

§4．杭頭免震構造と基礎免震構造の比較

4－ 1　基礎構造断面の比較
基礎構造断面を図－ 11に示す．杭は場所打ちコンク
リート杭の拡頭杭を採用した．杭頭免震構造は，基礎梁
をつなぎ梁と称する扁平梁とし（図－ 11a），基礎免震
構造は一般的な二重基礎梁とした（図－ 11b）．

4 － 2　杭の曲げモーメントおよび回転角の比較
杭の曲げモーメントを図－ 12に，杭の回転角を図－
13に示す．
図－ 12の杭頭曲げモーメントは，図－ 12　a）杭頭

ピンの杭頭免震構造では付加曲げモーメントのみ（約
5,000 kNm）が生じているのに対し，図－ 12　b）杭頭
固定の基礎免震構造では，杭頭が固定であるために杭
頭免震構造に比較して約 2倍（約 10,000 kNm）の杭頭
曲げモーメントが生じている．図－ 13の杭頭回転角は，
杭頭免震構造は，0.0062（1/161）rad.であり，免震部
材の性能に影響が小さいとされる 1/100 rad.以下に納
まっている 6）．基礎免震構造は，概ね 0である．
本報の設計条件における杭断面は，杭頭免震構造は杭

頭回転角の制御によって決まり，基礎免震構造は杭頭曲
げモーメントによって決定された．つまり，杭頭免震構
造を採用して基礎構造の合理化を図るためには，杭頭回

図－ 13　杭の回転角

図－ 11　基礎構造断面

図－ 12　杭の曲げモーメント
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転角を制御するために拡頭杭を採用するなどして，杭頭
部の水平地盤反力を増大させるとともに杭の断面剛性を
確保することが重要であると考えられる．

§5．まとめ

本報では，杭頭免震構造の設計に用いる，杭頭の回転
による各部材に生じる応力の算出方法の提案と，6階建
ての物流倉庫を用いて，杭頭免震構造および基礎免震構
造の試設計を行い，基礎構造の比較を行った．
杭頭免震構造は，拡頭杭を採用するなどして，杭頭部

の水平地盤反力を増大させるとともに杭の断面剛性を確
保することで，杭頭回転角を免震部材の性能に影響が小
さいとされる回転角に制御することが可能である．また，
二重基礎梁を無くすことによって，基礎免震構造と比べ
て根伐底を浅くし，掘削土量を大きく削減することに
よって基礎構造の合理化が図れることが確認できた．
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